
契約No.00001

(事業所名) 光工業株式会社
(許可番号) 派13-312245

 派遣先事業所
株式会社東芝府中事業所 (電話) 　(042)333-2596

 就業場所

 業務内容  組織単位

鉄道システム部品の製造を行う業務 交通装置製造第三課

業務に伴う責任の程度
☑ 付与される権限なし □ 付与される権限あり：

 指揮命令者  (部署) 交通装置製造第三課 (役職) 課長 (氏名)物袋 宏樹 (電話)(042)333-2596

 派遣先事業所単位の期間制限に抵触する最初の日(延長されることがある)

 組織(個人)単位の期間制限に抵触する最初の日(延長されることはない)

 派遣期間  就業日 (注）派遣先カレンダーによる場合は、「別添カレンダーによる」と記載しカレンダーを添付

 令和7年5月14日から令和8年1月31日 別添ｶﾚﾝﾀﾞｰによる

 就業時間及び休憩時間

 就業日外労働及び就業時間外労働
 上記就業日以外の就労はなし、上記就業時間外の労働の限度は１日5時間 月45時間 年360時間まで

 製造業務専門派遣先責任者
交通装置製造第三課 (役職) 課長 (氏名) 物袋 宏樹 (電話) (042)333-2596

 製造業務専門派遣元責任者
府中事業所 (役職) 所長 (氏名) 加藤 英樹 (電話) (042)319-9109

 安全及び衛生

 福祉増進のための便宜供与

　派遣先の労働者が利用している診療所・敷地内コンビニ等の利用することができます。

 派遣先が派遣労働者を雇用する場合の紛争防止措置

労働者派遣契約の解除に当たって講ずる 派遣労働者の雇用の安定を図るために必要な措置

 苦情の申出先、処理方法・連携体制
 (1)苦情の申出を受ける者

    派遣先 (部署)交通装置製造第三課 (役職) 課長 (氏名) 物袋 宏樹 (電話) (042)333-2596

    派遣元 (部署)府中事業所 (役職) 所長 (氏名) 加藤 英樹 (電話) (042)319-9109

 (2)苦情処理方法、連携体制等

 労働者派遣に関する料金 (注)マージン率で算出に用いた労働者派遣に関する料金の平均の額でも可 （法第34条の2）

月額 257,500円 (　又は派遣元事業所平均日額　13,792円　）

 協定対象派遣労働者であるか否か （法第31条の2第3項）

□ 協定対象派遣労働者ではない ☑ 協定対象派遣労働者である　（当該協定の有効期間の終了日：令和8 年　3　月　31　日）

 労働・社会保険の取得届等の書類が行政機関に提出されていない場合の理由
 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

 紹介予定派遣に関する事項及び派遣可能期間の制限を受けない業務に係る労働者派遣に関する事項

(名称・所在地) 株式会社東芝府中事業所　　　東京都府中市東芝町１番地 (部署) 鉄道システム事業部 (電話)(042)333-2596

 昼勤8時15分から17時45分(休憩12時から13時までと15時45分から16時までの75分間)夜勤20時30分から6時(休憩1時から2時までと4時から4時15分までの75分間)

  就　業　条　件　明　示　書
令和7年5月14日

■■　■■   様

次の条件で労働者派遣を行います。

(名称・所在地)

　製品転倒、落下災害を防止するため、安全靴を支給する。また、防塵マスク、保護メガネ、保護手袋等保護具を支給する。

　(注）労働者派遣法第40条第3項により、派遣労働者に対しても利用の機会を与えなければならないこととなっている給
食施設、休憩室及び更衣室以外について記載すること

　派遣先が派遣終了後に、当該派遣労働者を雇用する場合、その雇用意思を事前に派遣元へ示すこととする。

　派遣元事業主は、労働者派遣契約の契約期間が満了する前に派遣労働者の責に帰すべき事由以外の事由によって労働者派遣契約の解除が行われた場
合には、当該労働者派遣契約に係る派遣先と連携して、当該派遣先からその関連会社での就業のあっせんを受けること、当該派遣元事業主において他
の派遣先を確保すること等により、当該労働者派遣契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を図ることとする。
　また、当該労働者派遣契約の解除に当たって、新たな就業機会の確保ができない場合は、まず休業等を行い、当該派遣労働者の雇用の維持を図るよ
うにするとともに、休業手当の支払の労働基準法等に基づく責任を果たすこととする。
　さらに、やむを得ない事由によりこれができない場合において、当該派遣労働者を解雇しようとするときであっても、労働契約法の規定を遵守する
ことはもとより、少なくとも30日前に予告することとし、30日前に予告しないときは労働基準法第20条第１項に基づく解雇予告手当を支払うこと、休
業させる場合には労働基準法第26条に基づく休業手当を支払うこと等、雇用主に係る労働基準法等の責任を負うこととする。

(部署)

令和8年4月1日
(注)期間制限を受けない場合はその旨を記載

令和11年4月1日

　なお、派遣先の事業所単位の派遣可能期間の延長について、当該手続を適正に行っていない場合や組織（個人）単位の期間制限に
抵触する最初の日以降労働者派遣の役務の提供を受けた場合は、派遣先は労働契約申込みみなし制度の対象となる。

(部署)

 ① 派遣先における(1)記載の者(派遣先責任者)が苦情の申出を受けたときは、ただちに当該派遣先責任者が中心となって誠意をもって遅滞なく、当
該苦情の適切かつ迅速な処理を図り、その結果について必ず派遣労働者に通知します。
 ② 派遣元における(1)記載の者(派遣元責任者)が苦情の申出を受けたときは、ただちに当該派遣元責任者が中心となって誠意をもって遅滞なく、当
該苦情の適切かつ迅速な処理を図り、その結果について必ず派遣労働者に通知します。
 ③ 派遣先及び派遣元は、自らでその解決が容易であり、即時に処理した苦情の他は、相互に遅滞なく通知するとともに、密接に連絡調整を行いつ
つ、その解決を図ることとする。

R0506


